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１．はじめに
本稿は，わが国における，成年被後見人の公職選挙法における選挙権及
び被選挙権制限（公職選挙法11条１項１号）の問題に関連して，イギリス
法の状況を検討し，比較法的考察を試みるものである。その理由は，イギ
リス法においては，わが国でいうところの後見審判（現行制度における
deputyship，旧制度におけるreceivership）と，選挙人としての資格制限の
問題とを連動させる法制度は存在せず，また，連動させて考えるという発
想がみられないことにある。
こうした法制度のあり方は，国連障害者権利条約（the Convention on the 
Rights of the Persons with Disabilities: CRPD）の批准も見据えながら，障
害を有する人々の「人権」という観点から，今後のわが国における選挙制
度のあり方，そして，現行の成年後見制度の体制転換1）を考えるにあたり，
判断能力の不十分な人々の
投票をめぐるイギリスの法制度
─わが国における成年被後見人の選挙権の取扱いに関連して─
菅　　富美枝
1） いうまでもなく，わが国の現行の成年後見制度は，2000年の民法改正によって，「自己決定
権の尊重」「残存能力の活用」「ノーマライゼーション」の理念の下，旧禁治産制度からの転
換を図った。しかしながら，行為能力制限を伴う後見類型を残しており，また，制度全体を
通して「代行決定」の手法のみが前提とされている（すなわち，「意思決定支援」の発想が
みられない）ことなど，国連障害者権利条約12条でいう「法的能力（legal capacity）の平
等」の保障や，「法的能力の行使」に関する支援制度の整備といった点で，問題点が指摘さ
れる（後掲，注36参照）。詳細は，拙稿「障害（者）法学の観点からみた成年後見制度―
公的サービスとしての「意思決定支援」」『大原社会問題研究所雑誌』641号59-77頁。
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一つの方向性を提供してくれるように思われる。以下，検討する。
２．成年後見制度と投票資格制度の非連関性（１）
─形式的な意味での投票能力を中心として
イギリス法において，成年後見制度と投票資格制度との非連関性がいか
にして実現されているかについて論じるにあたり，まず，判断能力の不十
分な成年者に関して，後見開始の審判がどのように行われているかについ
て述べることにする。ただし，紙面の都合上，詳細は他稿2）に譲り，ここ
では本稿の趣旨に必要な限りでの要約に留める。（１）において，後見審判
において問題とされる能力の問題を扱った上で，（２）では，医学上の障害
を理由とした選挙権制限の有無について考察する。
（１）後見審判における個別具体的な能力判断の手法
イギリス成年後見法（正確には，2005年意思決定能力法（the Mental 
Capacity Act 2005））において，わが国でいうところの後見開始の審判を下
すにあたっては，「時間限定的（time-specific），かつ，事柄限定的（issue-
specific）」アプローチが取られ，特定の時点
4 4 4 4 4
における個別具体的な
4 4 4 4 4 4
判断能
力の有無が問題とされる。実務上は，大別して「財産管理」と「身上監護」
とに分けて呼ばれることはあるが（例　financial deputies，personal welfare 
deputies），あくまで法的に問題とされるのは，より厳格な，個々の事柄に
関する判断能力―「意思決定能力（mental capacity）」の有無である3）。
このように，能力判断に関する，徹底した時間的限定性，個別具体性の追
2） 拙著『イギリス成年後見制度にみる自律支援の法理』（ミネルヴァ書房，2010年），第１章，
第４章参照。
3） したがって，法定後見人には，量的にも時間的にも，必要最小限の代理権限のみが与えられ
る（2005年意思決定能力法16条）。
4） 詳細は，拙著（前掲，注２），第２章を参照。
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求は，イギリス成年後見法の大きな特徴の一つである4）。
それゆえ，そもそも，イギリス法においては，後見開始の審判に際して
問題とされる能力と投票能力とを連動させたり，両者が何らかの意味で包
含関係にあるとする発想は生まれえないことになる。この点において，イ
ギリスの法制度は，あたかも財産管理能力の有無と投票能力の有無を同質
の問題と捉えているかのように，成年被後見人となれば自動的に選挙権を
制限するわが国の公職選挙法体制とは，大きく異なるといえよう5）。
（２）障害を理由とした選挙権制限の有無
次に，イギリス法制度上，成年後見制度と選挙人資格制限制度との連動
という問題が生じえないことを前提としたとしても，知的障害や精神障害
（を有していること）を理由として選挙権を制限する法制度が存在するかに
ついて検討する。この点について，現行法である2000年国民代表法（he 
Representation of the People Act 2000）において，そのような規定はみら
れない。
唯一，同法が精神障害について規定するのは，同法第２条による，改正
1983年国民代表法３A条１項及び４項乃至７項であるが，同規定は，刑務
判断能力の不十分な人々の投票をめぐるイギリスの法制度
5） こうした法体制は，財産管理能力の不十分さのみが問われている問題を，（投票能力を含む）
判断能力一般の問題と捉える人々の意識とも密接に関連しているように思われる。この点に
関連して，後見事例ではないものの，財産管理能力と投票能力に関する判例として，イギリ
スで1803年に争われたタッカー判決を紹介する（Bridgewater Case, Tucker’s Case [1803] 1 
Peek 101）。
　　金物屋を経営していたタッカー氏（38歳，妻子あり）は，勤勉な若者であったが，徐々に
知的能力が減退するに至った。ビジネスを継続できないほどではなかったとはいえ，実際に
は，金銭を失ったり，口座を忘れたり，金銭価値に混乱がみられたことから，ほとんどの業
務は店員によって行われるところとなっていた。一方，選挙において，タッカー氏は，特定
の候補者２名（後に，当選）を極めて熱心に推していた。タッカー氏の投票は，後日，６票
差で落選した候補者によって，判断能力の低下を理由に無効主張がなされたが，タッカー氏
の投票は有効（good）であると判断された。財産管理能力と投票能力の連関性が，人々の
意識に反して否定された判例として評価することができよう。なお，選挙結果に関する紛争
は，1868年選挙結果に対する異議申立て及び腐敗行為に関する法（The Election Petitions 
and Corrupt Practices Act 1868）が成立するまで，裁判所ではなく，庶民院の中に設置され
た委員会（the Committee）によって判断されていた。
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所の代わりに精神病院で収容されている受刑者6）（offenders detained in 
mental hospitals）の選挙権に関する制限（disfranchisement）規定である7）。
しがって，精神障害を有していても，病院で治療生活を続けている者（強
制入院や任意入院を問わない8））や，地域で生活する人々については，い
かなる選挙権制限も存在しない。
むしろ，2000年の法改正により，入院中の精神障害者について，入院が
ある程度の長期にわたっている場合には，病院の所在地を選挙人名簿登録
にあたっての「住所地（residence）」として用いることを認め，また，か
つて住んでいた場所や，特定の人的関係性があると主張することのできる
場所を住所地とすることが認められた点が注目される（2000年国民投票法
４条，６条（改正1983年法７条，７B条））。法改正の結果，住所がないこ
とを理由として，精神障害者が投票のための登録から排除され，ひいては，
投票制度から排除されるという問題が解決された。このように，2000年国
民選挙法は，精神障害を有する人々の「投票制度へのアクセス」の保障に
向けて改革を進めたものとして評価できよう。
なお，選挙人資格について規定する，同法第１条１項（b）（議会選挙），
第２条２項（b）（地方選挙），また，選挙人名簿登録資格について規定す
る，同法第４条１項（b）（議会選挙），同条３項（b）（地方選挙）におい
て，資格付与の条件として，「（年齢とは別の）法的無能力（legal incapacity） 
6） 有罪の判決を受けたが裁判所によって精神病院での収容の判決が下された者，または，禁固
刑で刑務所に収容された後に精神病が発覚し精神病院に移送された者を指す。
7） ただし，受刑者に関する一律の選挙権制限 (the blanket deprivation of voting rights) につい
て，ヨーロッパ人権裁判所 (the European Court of Human Rights) によってヨーロッパ人権
条約 (the European Convention on Human Rights) への違反判決が下された（Hirst v United 
Kingdom(No 2) (2006) 42 EHRR 41）ことを受けて，近い将来，受刑者であっても選挙権制
限を例外とする方向へと同規定が改正される可能性がある。これに関連して，禁錮以上の刑
に処せられた者から選挙権を剥奪する法制度についての比較法的考察を通して，選挙人資格
制度に関する法律委任説（立法裁量論）の当否について論ずるものとして，倉田玲「禁錮以
上の刑に処せられた者の選挙権」『立命館法学』300・301（2005）876-909頁参照。
8） 但し，強制入院中の者については，不在者投票の一環として，郵送または代理投票による投
票のみが可能である（2000年国民代表法，附則４，第２条６項）。
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にないこと」が条件として挙げられているが，これは成年後見の審判が開
始されていることとは無関係であることを明記する必要があろう9）。一般
に，「（投票に関する）法的無能力」とは，制定法や判例法によって投票を
禁止され，選挙人としての地位を有しない状態を指すと考えられている10）。
具体的に，2000年国民代表法に規定される現行制度において，投票に関し
て法的能力を認められない者とは，前述した，刑務所の代わりに精神病院
で収容されている受刑者の他，起訴されて拘置中の刑事被告人を指してい
る。
３．成年後見制度と投票資格制度の非連関性（２）
─実質的な意味での投票能力を中心として
前節では，投票を行うにあたっての形式的な意味での能力（及び，それ
に基づく選挙人資格）について論じてきた。本節では，さらに，イギリス
法において，投票を行うにあたっての実質的な意味での判断能力について
考察する。
結論から先に言えば，イギリス法上，実質的な意味での投票能力（mental 
判断能力の不十分な人々の投票をめぐるイギリスの法制度
9） 参考までに，時代をかなり遡る1872年投票法（the Ballot Act 1872）においても，精神障害
や知的障害を有する人々に対する選挙制限―すなわち，「（投票に関する）法的無能力」
―について，直接的に言及する規定や判例は，管見の限り，みられない（詳細については，
後掲，注20を参照）。ただし，当時の学者の見解の中には，法的投票能力を有さない者 
（legally incapacitated to vote）や投票資格を有しない者（disqualified to vote）として，国籍
を有しない者，未成年者，女性，一定の犯罪についての有罪判決を受けた者，破産者に加え
て，精神障害者や知的障害者を加えるものもみられる。知的障害者と（本心に服していない
状況にある）精神障害者を含めて解釈するものとして，Glen, W., The Representation of the 
People Act 1884 (Shaw & Sons, Fetter Lane and Crane Court, 2nd,1885), at 12 and 17，精神
障害者を含めて解釈するものとして，Fitzgerald, G, The Ballot Act 1872 (Steven and Sons 
1872), at 29を参照。
10） Stowe v Jolliffe [1874] LR9 CP 734判決において，コーリッジ判事は，「制定法あるいはコモ
ン・ローが，ある人から議会選挙人としての地位を剥奪するにあたっての，本人に内在する
一定の固有の資質（1872年投票法，第７条）」の例として，貴族（庶民院議員資格なし），
女性，有罪判決を受けた者，その他，一定の公職にある者や，法で禁じられている人々を雇
用する人々等を挙げている（at 750）。後掲，注15も参照のこと。
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capacity to vote）について直接的に規定する制定法は存在しない。また，
判例法上も，こうした現実的な意味での，いわば生の事実としての「投票
能力」とは何かを実質的に定義するものはみられない。この意味で，イギ
リス法において，投票能力の定義は不明瞭であるといわざるをえない11）。
一方で，イギリス法も，実質的な意味で，投票行為を行うことができな
い者が存在するという現実の可能性を否定しているわけではない。以下で
は，実質的な意味での投票能力の有無を，選挙権の現実的な行使の問題―
実行可能性―を問う問題として捉えた上で，選挙人名簿への登録段階と
投票段階とに分けて，それぞれ論じる。なお，登録方式は，1832年の選挙
法改正による選挙権拡大に伴って導入された制度であり，主として，財産
保有要件などの確認という役割を担っていた。現在では，将来的な投票に
備えての選挙人に関する正確な調査という意義を有している。
（１）選挙人名簿への登録に際しての判断能力
イギリスの選挙システムは，自己あるいは家族が選挙人名簿に登録を申
請するという方式をとっており，登録は，登録用紙への記入やオンライン
入力によって行われる12）。記載事項として挙げられているのは，氏名，住
所，国籍，国民保健番号（National Insurance Number），及び，出生日，
並びに，虚偽がない旨を誓約する署名のみであり，能力の有無を問う項目
11） Ashton, G.,Mental Handicap People and the Law (Sweet & Maxwell 1992), at 55; Elderly 
People and the Law  (Butterworth 1995), at 31; Elderly Law Client Handbook (Law Society 
Publishing, 2nd, 2000), at 165を参照。
12） 最近までは，年に一度，各世帯に送られてくる用紙に，代表者が家族の名前を記して登録官
に返送する仕組みがとられていた。2006年９月11日以降，一年を通して，いつでも選挙人
登録が可能となった。さらに，2010年７月１日以降，世帯単位から個人単位での登録申請
のシステムが整いつつあり（The Political Parties and Election Act 2009），2015年の総選挙
から導入される予定である。登録漏れが解消されるよう，新しい登録申請システムの効果に
ついては，今後も継続して，2014年７月まで調査・報告される予定である。選挙関連諸法
の統一法典化，登録制度の整備，投票方法の整備，罰則強化など，現在進行中の選挙法改革
の動向については，コンサルテーション・ペーパーとして，Electoral Law in the United 
Kingdom—A scoping consultation Paper（2012年６月15日から９月17日まで）を参照。
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は用意されていない。そのため，一般的な意味で，選挙登録官（electoral 
registration officer: ERO）は選挙無資格者（not eligible to vote）の登録を
行うべきでないとされているといえ，それらは形式的資格（前節参照）の
確認にとどまる。現実的には，登録に際して，国家の側が本人の実質的な
投票能力を問うたり，法定財産管理人や法定身上監護人の有無を問える状
況にはない（さらに，万一，後者が登録官の関知するところとなっても，
投票能力の有無の判断に影響を及ぼさない点については，前節で指摘した
通りである）。
むしろ，政府としては，登録官に対して，「登録から排除して誤るより
は，むしろ，登録して誤る方がましである」という立場を表明してきた
（Home Office Circular RPA 379, dated 27 August 1993; Electoral 
Commission, Managing Electoral Services; A good practice----A Guide for 
Electoral Administrators in England (2002) Appendix; The Code of Practice 
for ERO: Practice Note No 5）。さらに，現在は，知的障害や精神上の問題
を抱える人々が登録されていることを確認すべきべき（should ensure）こ
とが求められている13）。こうした制度運用によって，登録を争う訴訟にお
いて，立証責任が，登録簿（the Electoral Register）への氏名の記載を求
める側ではなく，拒む側にこそ課せられるという法体制が形成されている。
ただし，社会的問題として，本来は知的障害などを有する者を支援して
登録すべき立場にある家族や福祉施設長などが，適切な登録支援をしない
ために，多くの知的障害者や精神障害者が，投票できる能力が十分あるに
もかかわらず投票の機会を奪われている点が問題視されている。詳しくは，
本稿，第４節で考察する。
（２）投票行為を行うにあたっての判断能力
投票能力を争われうる他の場面として，当日の投票所における状況を考
判断能力の不十分な人々の投票をめぐるイギリスの法制度
13） Electoral Commission, Managing Electoral Registration in Great Britain: Guidance for Electoral 
Registration Officers, part B, para 5.3 (2008).
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えてみる。たとえば，本人との接触によって投票能力に疑念を感じた投票
実施官（presiding officer）によって，本人への投票用紙の配布が拒まれる
といった事態はありうるのだろうか。
結論からいえば，投票所での投票用紙配布拒否については，理論的な可
能性は否定できないとはいえ，そうした運用が広く一般になされていると
いう話は聞かれない14）。むしろ，選挙委員会（electoral commission）は，
投票所スタッフ向けのハンドブックの中で，「精神上の問題や知的障害を有
する投票者について」とする項目を置き，委員会の基本的見解として，「投
票実施官の目から見て，投票用紙を求める選挙人が精神疾患や知的障害を
有しているように思われることもありえよう。だが，選挙人として登録さ
れている者は，投票用紙を拒まれるべきではない，すなわち，投票に関す
る判断能力がないこと（mental incapacity）を理由として，投票から排除
されるべきでないと考える」と表明している（Electoral Commission, 
Handbook for Polling Station Staff--Supporting a UK Parliamentary Election 
(2010, at 22)）。
そこで，現実の運用として，投票実施官は，本人が複数の候補者を区別
することでき，かつ，本人が「あなたは，名簿に登録されている氏名の方
ですか。投票はもうお済ですか」という制定法上の質問（1983年国民代表
法附則，第１条Parliamentary Election Rules r 35 (1) ; Local Elections (Parish 
and Community) Rules 1986; Local Elections (Parliamentary Areas) Rules 
1986; Local Elections (Principal Areas) (England and Wales) Rules 2006)）
に答えることができた以上，投票用紙を拒まないという実践を行ってきた。
なお，投票実施官がこれ以上の踏み込んだ質問をすることは，法的に認め
られていない15）。
14） ただし，あからさまな投票拒否がないとはいえ，適切な投票行為支援が行われないために，
本人による投票辞退といった事態が生じている問題が懸念されている。詳細は，第4節，特
に，後掲，注27を参照。
15） この点に関連して，1874年のStowe v Jolliffe判決（前掲，注10）は，選挙人名簿に登録され
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この程度の形式的なテストについては，知的障害や精神障害を有してい
たとしても，あらかじめ，家族らの支援を得て応答練習を行うことによっ
て，本人は容易にクリアすることができると考えられる16）。逆に，何ら障
害がなくとも，投票日の当日，投票所にて，アルコールや薬物の影響でこ
れらの質問に答えられなければ，その人には投票行為を行う能力が欠けて
いるとして，投票用紙の配布が拒絶されることもありえよう。つまり，一
定の継続的な障害を有しているといないとにかかわらず，投票行為の時点
における判断能力の有無については，極めて基本的なテストが等しく適用
されるべきであり，一定の継続的な障害があるというだけで，高い基準が
課されてはならないのである。
以上をまとめる。イギリス法において，判断能力の不十分な人々の現実
的な意味における投票能力を問う余地が理論上あるとはいえ，第一に，そ
こでの投票能力とは，自分が投票をしに来たという事実を認識していると
いう程度の理解力を意味するに留まる。第二に，そこでの能力判断とは，
当該投票行為の時点（瞬間）における判断を意味している。具体的には，
運用上，投票用紙を手渡す際の氏名の確認等（前述）が本判断を代替して
きた。こうした能力判断の姿勢は，「機能基底的 functional アプローチ」と
呼ばれ，知的，精神的，認知的障害を有しているという医学的事実それ自
判断能力の不十分な人々の投票をめぐるイギリスの法制度
た後，投票までの間に，経済的な困窮によっていわゆる施しを受けることになった選挙人が
投票を禁じられる場合にあたるとして，投票の無効が争われた事案である（財産に基づく選
挙権制限の歴史については，後掲，注38参照）。コーリッジ判事は，選挙人名簿登録が原則
として最終的かつ結論的（final and conclusive）であることを確認して，投票所において投
票実施官が選挙人を精査する権限を認めず，また，登録名簿に載っていても，投票当日まで
に発生した事由を原因として投票を拒めるとした登録法（the Registration Act 1868）第79
条の文言を限定的に解釈した（at 748）。
16） 知的障害などを有する人々に対して，投票の実現のため，生涯に渡る市民教育の必要性を主
張するものとして，注26，Redley。また，よりわかり易い情報提供を政党側に求めたり，
知的障害者の投票の機会を最大化しうるような投票制度改革を求める声が，Mencapや
Scope等，イギリスで代表的な知的障害者支援団体から上がっており，貴族院と庶民院から
成る「人権合同委員会（the Joint Committee on Human Rights）」に意見書の形で提出され
ている。後掲，注24，27，28も参照。
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体（例　自閉症である，ＩＱが一定数値以下である，統合失調症である，
重度の認知症である）に能力否定の論拠を見出す「状態基底的 status アプ
ローチ」とは区別される。
イギリス法において，投票能力をめぐって，機能基底的アプローチが状
態基底的アプローチに優越してきたが17），現在では，より広く一般的に，
本人の判断能力の有無を判断するにあたっては，状態基底的アプローチを
採用してはならないことが，判断能力の不十分な人々の法的支援に関する
制定法―2005年意思決定能力法（the Mental Capacity Act 2005―にお
いて，明確に規定されている18）。
４．投票への参加をより広げるための法的・社会的試み
─「投票制度へのアクセス」の保障
これまでのところで，イギリス法においては，能力判断に際して「機能
基底的アプローチ」を採用していることから，投票資格制度と後見制度と
の連動が生じないのみならず，知的，精神的障害を有しているということ
だけで法的投票能力を否定されることはないことを見てきた。
さらに，2006年選挙管理法（the Electoral Administration Act 2006）は，
精神の状態（mental state）を理由として，法的な意味での投票能力（選挙
人資格）を否定しうる場合があることを容認するかのような判例法を一切
廃止することを明言した（同法73条１項19））。廃止の主な理由は，曖昧な判
例法が残っている限り，現在のイギリス法―特に，2005年意思決定能力
法―が明確に否定する「状態基底的アプローチ」を払拭できず，同法に
抵触する可能性がありうるとする懸念である。議会が制定する法律（制定
17） 前掲，注５，及び，後掲，注20参照。
18） 拙著，第１章，第２章。
19） Legal incapacity to vote 73 Abolition of common law incapacity: mental state (1) Any rule of 
the common law which provides that a person is subject to a legal incapacity to vote by 
reason of his mental state is abolished.
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法）のみならず，判決の歴史的積み上げが法を形成する判例法の国ならで
はの懸念ではあるが，実際には，制定法において投票資格を否定されてい
る以上の制限が裁判上課されたという事案は，明らかではない。
この点に関連して，2006年選挙管理法を解説するElectoral Administration 
Act 2006, Explanatory Notes, Commentary on Sectionsによれば，知的障害
や精神障害のみを理由として，法的な意味での投票能力（すなわち，選挙
人資格）を否定しうることを示唆するような判例法が遅くとも18世紀以降
存在していたとされている（at 408）。だが，具体的に，知的・精神的障害
を理由として法的投票能力を否定した判例が明記されているわけではな
い。また，管見の限りにおいても，精神障害者や知的障害者の法的投票能
力を否定した判例は見当たらない。たしかに，判断能力不十分者の投票の
有効性が争われた事案はいくつかみつけることができるが，これらはいず
れも，数票差で落選した選挙候補人からの申し立てによるものであり，ま
た，結論として，投票の有効性が確認されている20）。したがって，少なく
とも，コモン・ローが歴史上，積極的に，知的障害，精神障害を有する人々
判断能力の不十分な人々の投票をめぐるイギリスの法制度
20） たとえば，Oakhampton Case, Robin’s Case [1791] 1 Fraser,at 162-4は，神経性の麻痺障害 
（paralytic tremor）と精神障害を有し，極めて音に敏感な75歳の退役軍人の投票の有効性が
争われた事案である。ロビン氏は，一般的な質問については，質問を繰り返すだけで答える
ことができないが，誰に投票するのかという妻からの質問に対しては，はっきりと候補者2
名の氏名を述べることができた。また，候補者側から投票を求められており，ロビン氏自身
も票を投じることを約束していた。さらに，彼を良く知る人々は，ロビン氏は，正常な精神
状態にある時は，極めて分別があり（sensible），難しい事柄もこなすことができると述べて
いた。投票当日，ロビン氏は，適切に宣誓を終えることができたものの，投票の際，音によ
って取り乱してしまった。音が止んだ後には，ロビン氏は，「誰に投票したのか？」という
二度の質問を受けて，以前から支持している候補者たちの氏名を答えることができた（1872
年の投票法が成立するまで，秘密選挙は確立されていなかったことに注意）。だが，候補人
の氏名が記載された書面が差し出されても，ロビン氏はそれを見ることを拒否した。落選候
補者は，ロビン氏が，たとえ通常は正常な精神状態にあるとしても，投票の時点では自分の
行っていることを認識できていなかったとして，同氏の投票の無効を主張した。だが，ロビ
ン氏の投票は有効であると判断された。
 　同様に，落選候補者によって，当選候補者に投じた知的障害者による投票の有効性が争わ
れた事案があるが，知的障害の存在に関する立証が不十分であるとされ，投票の有効が確認
されている（Bedford County Case, Burgess’ Case [1785] 2 Luders,at 567）。
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の選挙権を否定し，また，一律に投票能力を否定してきたということはで
きない。
（１）社会啓蒙から，投票システムの見直しへ
このように，法的立場としては，イギリス法の歴史において，制定法上
も，判例法上も，積極的に知的障害や精神障害を有する人々の形式的投票
能力（選挙人資格），及び，実質的投票能力を一律に否定するかのような姿
勢はみられない。しかしながら，法的姿勢がそうであるとしても，実際の
社会における思い込みや偏見が存在するならば，その払拭に向けて，法が
さらに踏み込んだ規定をすることは重要であろう21）。こうした観点に立つ
とき，2006年の法改正は，知的障害や精神障害を有する人々が当然に選挙
権を有していることを社会に広く表明したものとして，一定の意義を有す
ると考える22）。人々の偏見や思い込みによって，知的障害や精神障害を有
する人々の投票が実質的に妨げられてきた可能性を否定することはできな
いからである。
たとえば，2001年に，知的障害者支援団体Scopeがオックスフォードシ
ャーで行った聞き取り調査では，投票所にでかけた知的障害者が，投票実
施官によって投票に関する実質的な判断能力がないと認定され，投票をあ
きらめさせられた事例があったとされる23）。また，Centre for Participation
21）この点に関連して，精神障害者の被選挙権をめぐっては，何らの制限も課されていない。ま
た，６か月以上に渡って強制的に精神病院に入院させられた場合，議員は辞職しなければな
らない（the seat of the member shall become vacant）ことを規定した（改正）1983年精神
保健法第141条 [Members of Parliament suffering from mental illness] について，同規定（特
に第６項）が実際に適用されたことはないとはいえ，精神障害についての（あたかも，精神
障害は，公的生活において好ましい事柄ではない（not welcome）といったような）誤った
メッセージを伝えかねないとして，廃止が検討されている（UK Mission to the United 
Nations in Geneva ‘UK Response to the Thematic Study on Participation of Persons with 
Disabilities in Political and Public Life--questionnaire’ (2011)）。
22）同様の趣旨に立つものとして，British Medical Association (BMA), Assessment of Mental 
Capacity: Guidance for Doctors and Lawyers ( Law Society Publishing,2nd,2008) 97頁以下参照。
23）ただし，具体的状況については不明である。2007年５月１日付で，人権合同委員会に提出
45
がケンブリッジシャーで実施した調査によれば，知的障害を有していて何
らかの支援サービスを受けている住民のうち，2005年の総選挙の際に選挙
人名簿に登録がなされたのは66％（一方，それ以外の成年者の登録率は95
％）に過ぎず，さらに，実際に投票を行ったのは22％に過ぎなかった（一
方，それ以外の登録済み成年者の投票率は61％）という。これには，家族
内支援の欠如の他，知的障害者に対する投票支援システムの不十分さが関
連していると考えられている24）。
また，入所施設において，入所者には投票に関する実質的な判断能力が
ないとの思い込みの下，郵送投票の利用について告げられなかったり，さ
らには，選挙人名簿への登録用紙が届けられても施設側から伝えられない
という事態が起きていたとされる25）。法律上の権限がないにもかかわらず，
施設職員が入所者には投票能力がないと判断し，また，施設長も同様に考
えて，登録支援を行わなかったのである26）。そこで，選挙人名簿への登録
支援を拡げ，かつ，投票行為の支援を進めるなど27），総合的に「投票制度
判断能力の不十分な人々の投票をめぐるイギリスの法制度
されたScopeによる意見書を参照（JCHR, A Life like Any other? Human Rights of Adults 
with Learning Disabilities V olume II, HL Paper 40-2, HC 73-2 (2007), at Ev 86）。
24）A Life like Any other? V olume II (n 23), at Ev 117。同意見書は，知的障害者に対する投票支
援システムの欠如は，政治過程への参加を妨げるものであり，国連障害者権利条約第５条，
第29条にも抵触しうる問題と捉えており，さらに，知的障害者が，投票に先立って，政治
的な見解を形成（form a view）するのに必要となる知識や理解のサポート提供を政府に求
めている。また，同様の調査を，Cambridgeshire Learning Disability Partnership (LDP) の
サービス利用者を通して行い，その社会的要因（特に，居住環境）がもたらし得る相違を分
析したものとして，Keeley,H.,Redley, M., Holland, A., Clare, I., ”Participation in the 2005 
general election by adults with intellectual disabilities” Journal of Intellectual Disability 
Research 52-3 (2008) 175–181がある。
25）A Life like Any other? V olume II (n 23), at Ev 86。
26） こ の 問 題 点 に つ い て 詳 し く 論 じ る も の と し て，Bell, M. McKay, C., Phillips, K.,”
Overcoming the barriers to voting experienced by people with learning disabilities” British 
Legal Studies of Learning Disabilities Vol 29-4 (2001) 122-127, at 125-6。同様に，社会的環境
（家庭環境や施設内環境を含む）が知的・精神障害者の投票権の行使の実現可能性に影響を
与えうる点に着目するものとして，Redley, M., et al, “Voting and mental capacity” British 
Medical Journal (2010) 341がある。
27）政治学専攻の25歳のダウン症の男性が投票所を訪れた際，彼のために投票用紙の読み上げ
を行える介助員が制度上用意されていなかったために，結果として，投票権の行使が阻まれ
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へのアクセス」を保障するという観点からの改正が行われてきた28）。投票
所スタッフ向けのハンドブック等も，こうした改革の成果である。
（２）「投票制度へのアクセス」の保障─政治参加の機会の確保
これまで一般に，「投票制度へのアクセス」の保障については，主として
身体的障害を有する人々に対する投票行為支援を中心として，コンピュー
ターを用いた投票方法や，投票用紙の様式上の工夫（例　文字の拡大）が
推奨され，1999年ころから取り組みがなされてきた（Home Office,W orking 
Party on Electoral Procedures, final report（HMSO 1999）。現在では，視覚
障害者が投票を行うにあたって付添人（“companion”）が認められている29）。
また，投票用紙への記入にあたっての介助提供も，実現されている30）。
さらに，身体的障害以外の障害についても，投票所支援員へのハンドブ
たとする事件について報じたものとして，Learning disabled 'denied vote'（BBCオンライン
ニュース2004年７月23日）。本件について調査を担当した，知的・精神障害者支援団体
Mencapは，その後も，投票参加推進キャンペーン（“Get my vote”キャンペーン：例　マ
ニフェストの簡略化，議員との意見交流，政治の仕組みについてのイージーガイドの作成）
を続けた結果，2010年の総選挙の際には，知的障害者の３分の１にあたる人々が選挙権を
行使した（前回の2005年総選挙の際の2倍近くの増加）と述べている（http://www.mencap.
org.uk/campaigns/take-action/get-my-vote）。
28）人権合同委員会は，知的障害者が直面している投票への障壁について，周囲（特に，入居
施設の職員）の無理解の深刻さに加えて，投票の前提となる政治的意思形成に対する支援の
不十分さといった問題にも着目している。JCHR, A Life like Any other? Human Rights of 
Adults with Learning Disabilities V olume I, HL Paper 40-1, HC 73-1 (2007), paras 264-273.　
前者については，ケアの質の調査にあたり，入居者の投票率を調査することも提案されてい
る。後者に関連して，本来選挙権を行使できるにもかかわらず，実際に投票している知的障
害者は全体の16％に過ぎないとして，2010年の総選挙を前に，議員たちにマニフェストの
簡易化や，方針演説のヴィジュアル化などを求めるキャンペーンに関する記事として，Call 
to encourage voters with learning difficulties（BBCオンラインユース，2010年１月20日）を
参照。
29）1983年国民代表法，附則１，規則39。その際，管理官は，投票所から他の投票人を退場さ
せて一時本人と付添人のみにするなど，プライヴァシーを最大限に確保する工夫が求められ
る。
30）投票者は，投票管理官に指示を与えられる限り，管理官に対して，投票用紙の読み上げや，
また，記入のできない身体的状況にある自分に代わって，用紙への記入（具体的には，投票
を希望する候補者の氏名，政党名，政党のロゴマークの隣にあるボックスに×を入れる）の
介助を要求することができる。
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ック（Handbook for Polling Station Staff（前述）や，Managing Electoral 
Registration in Great Britain---Guidance for Electoral Registration Officers 
(2011)）において，精神障害や知的障害を有していると思われる選挙人が
投票所を訪れた際には，投票方法についてわかりやすく丁寧な説明を試み
る（例　何度も繰り返す，プレッシャーをかけるような応対をしない，わ
からなければ後で戻ってきてもよいことを伝える）など，身体的障害を有
している選挙人に対して支援を行う場合と同様の配慮を行うべきことが記
載されている。また，現行制度において，身体障害等を理由として投票所
に当日赴くことができない人々や，投票所において支援なしに投票行為が
行えない人々については，一定の条件の下，郵送投票31）や代理投票32）とい
った手段が用意されている（2000年国民投票法，第６，７，８，９，12
条）。今後は，国連障害者権利条約29条33）の観点からも，知的，精神的，
認知的障害を問わず，判断能力の不十分な状況にあっても積極的に投票に
判断能力の不十分な人々の投票をめぐるイギリスの法制度
31）申請が登録官によって認められると，自宅に投票用紙が郵送される。選挙人は，投票日の
当日または前日までに選挙執行官（returning officer：選挙の実施にあたっての（形式的な）
責任者。州長官や市長が就任（大学内での投票においては副学長が就任）」に返送すること
のみが求められる。この方式によれば，改めて投票を行う能力を問われる機会は現実的にな
い。
32）ただし，本人からの委任を受けて投票を行う者は，登録官によって認証される必要がある。
また，2005年意思決定能力法は，投票（住民投票を含む）に関して意思決定する能力を有
しない状況にある場合，いかなる者も，本人に代わって誰に投票するかを決定したり，票を
投じることは許されないと規定している（第29条１項）ことから，投票に関して委任する
能力を有しない者は，代理投票システムを利用することができない（投票を委任する能力は，
自ら投票を行う能力よりも高度な理解度が要求されているといえよう）。Ashton, Frimston, 
Letts, Marin, Oates, Ruck Keene, Terrell, Ward, Court of Protection Practice 2012 (Jordans 
2012) , at 426参照。
33）Article 29 [Participation in political and public life] States Parties shall guarantee to persons 
with disabilities political rights and the opportunity to enjoy them on an equal basis with 
others, and shall undertake to: 
(a) Ensure that persons with disabilities can effectively and fully participate in political and 
public life on an equal basis with others, directly or through freely chosen representatives, 
including the right and opportunity for persons with disabilities to vote and be elected, inter 
alia, by: 
(i) Ensuring that voting procedures, facilities and materials are appropriate, accessible and 
easy to understand and use; 
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参加できるような支援の枠組みを作るべきだとする見解が多くみられる34）。
５．結びに代えて
─資格ではなく，人権としての選挙権
これまでの考察を通して，イギリス法制においては，法制度上，判断能
力不十分者の選挙権（被選挙権を含む）行使を制限する規定が存在しない
ばかりか，投票をより広く実現可能とするための社会的試みがなされてい
ることが示された。また，日本法制においては，成年後見制度の利用（具
体的には，後見審判を付されること）が選挙権制限の法的根拠として機能
してしまうのに対して，イギリス法制においては，成年後見制度自体が支
援的な体制に転換されたことと連動して，投票についての支援が高まって
(ii) Protecting the right of persons with disabilities to vote by secret ballot in elections and 
public referendums without intimidation, and to stand for elections, to effectively hold 
office and perform all public functions at all levels of government, facilitating the use of 
assistive and new technologies where appropriate; 
(iii) Guaranteeing the free expression of the will of persons with disabilities as electors and 
to this end, where necessary, at their request, allowing assistance in voting by a person 
of their own choice; 
(b) Promote actively an environment in which persons with disabilities can effectively and 
fully participate in the conduct of public affairs, without discrimination and on an equal basis 
with others, and encourage their participation in public affairs, including: 
(i) Participation in non-governmental organizations and associations concerned with the 
public and political life of the country, and in the activities and administration of political 
parties; 
(ii) Forming and joining organizations of persons with disabilities to represent persons with 
disabilities at international, national, regional and local levels.
34）前掲，注，24，27，28を参照。この点に関連して，投票用紙に，候補者の氏名，政党名に
加えて，政党のロゴマークが示されるようになったことは，判断能力の不十分な人々による
投票を容易にする効果があると思われる。さらに，効果的な支援による，能力の向上の可能
性を説くものとして，Redley, M.,“Citizens with Learning Disabilities and the Right to Vote”
Disability and Society 23-4 (2008) 375-384参照。また，精神病院に入院中の患者の選挙登録
率と投票率の向上を説くものとして，McIntyre, J., Yelamanchili, V, Naz, S,, Khwaja, M, 
and Clarke M., “Uptake and Knowledge of Voting Rights by Adult In-patients during the 2010 
UK General Election” The Psychiatrist 36-7 (2012) 126-130を参照。
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おり，選挙権行使の拡大が促進されていた。本節では，こうした観点から，
再び，公職選挙人資格制度と成年後見制度との関連性―新しい関連の形
―について考察する。
そもそも，イギリス法においては，法定後見人が付されることになって
も，契約能力などの行為能力が制限されることはない。さらに，2005年意
思決定能力法は，人権尊重の発想を推し進め，「本人保護」という目的があ
るとはいえ，他者（「成年後見人」）が自律した存在である本人の決定に関
与し，さらには代わって決定するということを，人権侵害との両刃の剣で
あるとみる認識を強めた。そこで，法定後見人や任意後見人に対して，「代
行決定（substituted decision-making）」を行う前に，本人自らによる意思
決定を実現させるための「意思決定支援（supported decision-making）」が
法的に要請され，さらには，例外的状況として代行決定を行う際にも，本
人の意向・信念・心情・価値観の把握に努めそれらを最大限に反映させる
ことが要求されている35）。
このように，イギリス法は，判断能力の不十分な人々をめぐって，「権利
や自由の制限と引き換えに保護を与える」という法体制から脱却し，「権利
と自由を保持した（させた）まま，周囲の支援によってそれらを最大化」
する「エンパワーメント」体制への転換を図った。イギリスの成年後見制
度は，知的障害，精神障害，高齢による認知障害を問わず，判断能力の低
下した人々が社会的に排除されることなく，自ら意思決定を継続的に行う
ことを国家的・社会的に支援するという体制を構築したのである。
こうしたパラダイム転換は，イギリス法に限ったことではなく，日本政
府が批准を検討中の国連障害者権利条約36）も規定するところであり，ま
た，2000年の民法改正の際に挙げられた「自己決定権の尊重」「ノーマラ
判断能力の不十分な人々の投票をめぐるイギリスの法制度
35）「意思決定支援型」の成年後見制度，及び，主観的な意味での最善の利益を追求するイギリ
ス法について，拙著『イギリス成年後見法にみる自律支援の法理』第１章，第４章を参照。
36）Article 12 [Equal recognition before the law]
1. States Parties reaffirm that persons with disabilities have the right to recognition 
everywhere as persons before the law. 
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イゼーション」「残存能力の活用」の基本理念の延長上にあるものと捉えら
れる。だが，実際には，民法上の制限行為能力制度など，日本の現行成年
後見法は，未だ成年後見制度の「本来の理念」との整合性の観点から見直
されるべき問題を多く有している。そこで，もし，わが国の成年後見制度
自体が，その権利制約的姿勢を転じて，能力の存在を推定し，同時に，本
人の現有能力の発揮を支える，エンパワー（権利補強）的姿勢になるなら
ば，新しい形の関連性――全ての人には投票能力があることが推定され，
投票権を実行化すべく，さらなる能力向上のために，国家や社会から支援
を得られるというシステムの確立――が見えてくることになろう。
日本の現行成年後見制度が有する権利制約性の問題については，本稿の
趣旨とは幾分異なるため他稿にゆずり37），本稿では深くは立ち入らなかっ
た。現段階では，わが国の成年後見制度が意思決定支援型へと転換するに
は，未だ時間が必要であるようにも見える。だが，ここでは少なくとも，
後見審判が財産管理能力に直接的に関連する事柄であるのに対して，選挙
権制限の問題は，財産管理能力とは無関係の事柄であるということを指摘
2. States Parties shall recognize that persons with disabilities enjoy legal capacity on an equal 
basis with others in all aspects of life. 
3. States Parties shall take appropriate measures to provide access by persons with 
disabilities to the support they may require in exercising their legal capacity. 
4. States Parties shall ensure that all measures that relate to the exercise of legal capacity 
provide for appropriate and effective safeguards to prevent abuse in accordance with 
international human rights law. Such safeguards shall ensure that measures relating to the 
exercise of legal capacity respect the rights, will and preferences of the person, are free of 
conflict of interest and undue influence, are proportional and tailored to the person's 
circumstances, apply for the shortest time possible and are subject to regular review by a 
competent, independent and impartial authority or judicial body. The safeguards shall be 
proportional to the degree to which such measures affect the person's rights and interests. 
5. Subject to the provisions of this article, States Parties shall take all appropriate and 
effective measures to ensure the equal right of persons with disabilities to own or inherit 
property, to control their own financial affairs and to have equal access to bank loans, 
mortgages and other forms of financial credit, and shall ensure that persons with disabilities 
are not arbitrarily deprived of their property.
37）拙稿「イギリス法における行為能力制限の不在と一般契約法理等による支援の可能性」『成
年後見法研究8号』（日本成年後見法学会，2011年）34－49頁。
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するだけで十分であろう。現行の成年後見制度自体が権利制約的であった
としても，選挙人資格の有無については異なる問題と捉えることができる
ならば，異なる観点から，異なる結論をとることは十分にありうるからで
ある。
ここから先の議論は，まさに憲法学の領域であり，民法学を専門とする
筆者が論じるべきではなく，また論じられるだけの能力はない。そのこと
を予め断った上で，あえて述べるならば，憲法15条が成年者による普通選
挙を定め，その背景に，平等原則を定める14条や，憲法全体を貫く民主主
義の理念が控えていることは，選挙権制限を行うことの合憲性を主張する
側に対して，厳格な審査基準（目的の正当性，及び，手段の必要最小限性）
に耐えうるほどの重い立証責任を課すように思われる。この点について，
イギリスにおいては，あらゆる人の登録名簿への記載を当然の前提として，
名簿からの排除を主張する側に立証責任が課せられていることについては
前述の通りである。
以上，イギリスの選挙制度は，法制度上の大原則として，第一に，あら
ゆる成年者に選挙権を認め（例　知的障害や精神障害を理由として法的投
票無能力者とすることの否定），第二に，その行使に向けて支援のための社
会制度を整え（例　登録支援や投票行為支援），第三に，さらにそれを後押
ししうるような法整備を進める（例　郵送投票システムの設置，さらには，
電子投票システムの導入案）と同時に適正化に努め（例　登録申請や郵送
投票，代理投票における虚偽に対する罰則の強化），第四に，そうした「投
票制度へのアクセス」保障を尽くしてもなお，現実に選挙権を行使できな
い人がいる場合には無理に行使を強要しないという体制を構築している。
こうした体制は，投票行為についての「無資格者」―投票すべきでない 
（should not）―を作り出すという社会的排除を避け得るのみならず，現
実的に投票できない（cannot）状況がありうることを容認しながら，最大
限の支援を目指している点で，実践的であるように思える。
いうまでもなく，イギリスは，立憲主義や議院内閣制を，世界に先駆け
判断能力の不十分な人々の投票をめぐるイギリスの法制度
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て確立した国家である。同時に，長きに渡る制限選挙体制下において，宗
教的少数者，無産労働者，女性らが選挙権の獲得を目指して選挙法改正を
悲願として闘ってきた国でもある38）。現代のイギリス社会は，多くの移民
を受け入れて多民族化しているともいわれるが，今なお，選挙権は，人が
人であるがゆえの人権（human rights）であるとの認識39）と同時に，様々
な 背 景 を 持 つ 人 が 全 て 参 加 で き て こ そ， 健 全 な 民 主 主 義（healthy 
democracy）40）が達成されるとの認識が強いように思われる。人権と民主主
義の観点から選挙権のあり方を考えるという基本に立ち戻る時，今後，わ
が国が進むべき方向性は自ずと明らかとなってくるように思われる。
38）財産に基づく選挙権制限については，1832年，1867年に選挙法が改正されたとはいえ，
1884年に農業労働者に，その後1918年に男性全員に投票権が与えられるまで存在していた。
女性の選挙権については，1918年に限定的に認められ，1928年になってようやく男女平等
の選挙権が認められた。
39） こ の 点 に 関 連 し て，The Electoral Commission, Equal Access to Democracy: Report and 
Recommendations（June2003） やThe Government’s Response to The Electoral Commission’s 
Report: V oting for Change – An Electoral Law ModernisationProgram（December 2004）を参
照。1995年障害差別禁止法（Disability Discrimination Act 1995：さらに，2005年に改正）は，
具体的に選挙人登録制度について明記はしていないものの，イギリス政府は，選挙人登録を
公的サービスと捉えた上で，投票制度における差別禁止と平等の確保のため，制度改革を推
進してきた。また，2006年平等法（the Equality Act 2006）によって設置された「平等と人
権委員会（Equality and Human Rights Commission）」は，公的機関の人権意識向上に努め
ている。
40）全ての人に対する投票制度へのアクセスの保障は，「健全な民主主義の不可欠な要素（the 
core of a healthy democracy）」であると捉えられていることは，貴族院，庶民院における
2006年選挙管理法をめぐる議論においても明らかである (House of Lords Hansard (24 July 
2006) Column WS136; House of Commons Hansard (24 July 2006) Column 70WS; House of 
Commons Hansard (11 Oct 2005) Column 18WS。
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The Voting Rights of Persons with Learning Disabilities in the UK
----One Possible Answer to the Issue of the Disqualification 
Clause in Japanese Electoral Law----
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《Abstract》
In Japan, when a person is given a deputy order by a court (i.e.placed 
under “guardianship”) because they are incapable of handling their financial 
affairs, that person ceases to have the right to vote (Section 11 (1) 1 of the 
Japanese Electoral Law). This is so automatic that there are no further 
opportunities for them to claim that they are capable of voting.
In Japanese law, there is no principle of “assumption of capacity” as 
provided in Section 1 (1) of the Mental Capacity Act in the U.K. The 
absence of this principle can easily cause “assumption of incapacity” in 
many different contexts. In addition, the principles “time-specific” and 
“issue-specific” are not established in Japanese law. This legal environment 
has meant that such an association (no financial management=no vote) has 
been left unquestioned by lawyers, politicians and the general public.
Currently, the first case in Japanese legal history is being tried. The 
automatic deprivation of the right to vote is now being questioned from a 
“human rights” perspective. The real meaning of “democracy”, which is to 
include “everyone” from various backgrounds,is now at issue.

